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①平成２７年度第１回評価結果の概要 

評価項

目 

評価する視点 ワークショップ等による現場状況

の観察結果 

評価意見 

現状 次回評価時 

基本的

項目 

水道の本来の

役割としての

水みらい広島

の や る べ き

事、発注者（行

政 側 出 資 団

体）に求めら

れていること

を尊重し、理

解した上で、

その実現を目

指しているか

どうか。 

評価委員会の指摘により項目を追加した。平成 29年第 1回ワークショップより評価対象とす

る。 

水道の

品質 

次回以降において、行政側出資団体や民間側出資団体の評価に対応して、どのような活動を行ない、対応力を

高めたか、相対的な状況を判断する。 

経営 経営戦略が策

定され、これ

が経営にあた

って指針の役

割を果たして

いるか 

計画書（資料編）に基づき説明

を受けた。 

経営戦略は妥当で

ある。継続的なブラッ

シュアップが必要で

ある。 

経営計画の見直しをどのような

視点で行うのか等を確認し、指摘

された課題等の解決に資するもの

となっているかを評価する。 

受託拡大のた

めの活動は継

続的に実施さ

れているか 

事業スキームの拡大を発注者

（行政側出資団体）に要望するな

ど、受託拡大のための努力を行っ

ている。 

着実に受託業務を

遂行し、それを評価し

てもらうことが重要

で、受託範囲の拡大は

その結果である。 

受託拡大に向けた適切な手順を

踏まえているか、受託拡大のため

の活動を継続できる体制づくりが

進められているか、具体的に業務

拡大の成果が上がったかを確認す

る。 

原価管理や決

算・予算調整

等を適切に実

施しているか 

原価は総じて圧縮する傾向にあ

るが，人件費は多少上昇している。

当面のコスト削減方策は基本的に

内製化である。コスト削減分は企

業努力として収益機会とすること

が認められている。 

コスト削減のため

に当面取り組むべき

活動の方向性につい

ては示されている。 

どのような業務をコスト縮減に

つなげたか、そのメリットはシェ

アされたかを確認し、これらの活

動が、将来の需要減少に備えた事

業経営やダウンサイジングの事業

モデルを提案することにつなげて

いくかの視点で評価を行う。 

発注者（行政

側出資団体）

や民間側出資

団体等の株主

との連携はう

まくいってい

るか 

発注者（行政側出資団体）と水

みらい広島は交渉を通じて成果主

義の実現に取り組んでいる。定期

保全から機能保全への見直しな

ど、契約内容の改善交渉は継続的

に行っている。 

改善余地がある。予

算見積もり時よりも

コスト削減を進めら

れるような素地を作

っていく必要がある。 

定期保全から機能保全への変更

など、契約の内容がより成果主義

的に改善されたかを中心に確認す

る。 

運転管

理（維持

運営と

リスク

マネジ

メント） 

 

日頃のメンテ

ナンスの効率

化に IT 等を

活用して推進

しているか 

電子化されタブレット端末で操

作できるような点検表で管理して

いる。捺印の部分は IT化されてい

ない。業務の蓄積がないので、業

務の改善活動に繋げる所まで到達

していない。 

記録は蓄積の途上

であり改善活動に帰

結した成果を出すの

はこれからである。 

点検データが継続的に蓄積され

ている状況を確認するとともに、

このデータをどう使って改善を進

めるかの考えと、そのための実施

方針が説明できるようになってい

ることを確認する 

確実な運転管

理の実施を通

じて異常の早

期検知ができ

ているか 

水道施設に関する異常検知は日

常点検を通じて実施される。供給

水質の管理については別途の取り

組みが必要である。水質データを

常に見る習慣づけを行っている。 

浄水場の運転管理

の実施状況は十分に

実施されており、成果

も上げている。 

水質データを見て問題の予測が

でき、問題の発生を防いだ事例の

説明を受けて、より深く管理能力

を把握する。 

修繕の適切な

実施とこれに

よる機器の延

命化が図られ

ているか 

修繕記録はシステムから出力可

能に管理されている。業者から上

がる定期修繕の報告データの連携

はさせていない。修理記録は機器

台帳に連携させる予定だがまだ連

携できていない。 

今後、より効率的で

適切な保全のあり方

を探るための手立て

を構築しているとこ

ろであり、評価される

べきである。 

データ連携をさせていない部分

等、改良余地があると認識してい

る部分についての作業進捗を確認

する。 
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作業手順書に

よるノウハウ

の共有、手順

書の更新は継

続的に実施さ

れているか 

日常作業手順と、緊急時対応の

初動にかかわるマニュアルを作成

している。緊急対応マニュアルを

半年ごとに改訂するルールはあっ

たが運用停止中である。マニュア

ルは新人の研修資料として利用す

るほか、訓練でも使用する。 

作成状況について

はモニタリングが必

要である。 

今回評価のあとに追加されたマ

ニュアルや今後作成予定のマニュ

アル等について説明をうけ、マニ

ュアルの網羅度について目指す所

を明らかにする。また、マニュア

ルの活用によって得られたメリッ

トのエピソードを収集したい。 

毎日の水質試

験を技術者が

確認すること

で確実な水質

管理ができて

いるか 

水質データの管理はタブレット

端末を使って実施している。こち

らは三ツ石で先行している。白ヶ

瀬はこれからで、今は紙ベースで

の管理である。 

水質データの管理

が実施されているこ

とを確認した。 

白ヶ瀬浄水場を対象とした管理

が完成しているかを確認する。ま

た、水質異常の検知に結びついた

事例があればそれについて状況を

確認する。 

ジャーテスト

による運転条

件の確認と適

切な運転が実

現されている

か 

運転条件の決定は複数の職員が

関与して行う。機器の操作は作業

手順書と OJTで習得可能である。

複数の浄水場間の運転ノウハウ共

有はまだ未着手である。 

ジャーテストを活

用した凝集条件の把

握の能力を獲得させ

るため積極的に OJT

を実施している点は

高く評価できる。 

このようにして構築されたノウ

ハウが、浄水場間で共有できるよ

うにどのように形式知化された

か、あるいは習熟のための取り組

みを行なったかについて確認す

る。 

連携 地元企業との

連携を図って

いるか 

性能保障を必要としないものに

ついてはできるだけ地元を優先し

ている。 

具体的に実施して

いる点は評価すべき

である。 

具体的な活動について確認す

る。特に地元企業との連携によっ

て目に見える効果があったエピソ

ードを収集したい。また、課題が

あればその課題の内容と、その対

応策について収集したい。 

地元への雇用

貢献に具体的

に取り組んで

いるか 

中途採用、新規採用とも地元か

ら採用することをポリシーにして

いる。 

具体的に実施して

いる点は評価すべき

である。 

地元学校との関係構築におい

て、具体的にどのような活動を行

なったかのエピソードを収集し、

活動を対外的に紹介していきた

い。 

対受水団体、

周辺自治体と

の関係構築は

進めているか 

年１回開催される受水団体や周

辺自治体との連絡協議会に参加し

ているほか、月１~２回の頻度で連

絡協議会に参加している。今後、

供給水質の管理の面での連携を強

化していく方向で段取り中であ

る。 

現状では自ら連携

を深めていくような

状況とはいいがたい。 

連絡協議会での議論から実際の

連携活動につながった事例の報告

を受ける。また、供給水質の管理

面での連携の体制づくりについて

状況を確認する。 

専門的な企業

との連携等に

より業務の幅

を広げている

か 

A社の保守点検業務で連携、B社

の業務の受託など、業務経験の幅

を広げる活動を行っている。 

経験業務の幅を広

げ、異業種の他社との

関係を構築する活動

を実施している点は

評価すべきである。 

さらにこのような活動を深化し

たかについて報告を受ける。また、

異業種との連携により受託面であ

げた成果があれば確認する。 

発注者（行政

側出資団体）

との連携を十

分にとれてい

るか。 

評価委員会の指摘により項目を追加した。次回より評価対象とする。 

民間側出資団

体との連携を

中長期的な視

点から進めて

いるか 

技術面、製品面での連携はもっ

と強化していく方向である。業務

以外の関係構築も行っている。逆

出向はまだ実施していない。 

民間側出資団体と

の関係構築は重要な

活動であると考えら

れる。 

具体的な連携の強化の内容につ

いて確認する。また、プロパー社

員の参加のもとでの人的交流の促

進についてもあわせて確認する。 

発信 水みらい広島

の信頼の実現

のための PR

を実施してい

るか 

一般市民の信頼を得たいが何を

どう発信すればいいのか、まだよ

くわからないのが現状。 

PR を通じた市民と

の関係構築の中長期

的なあり方について

の検討はしておくべ

きである。 

具体的な PR 方法、やり方につ

いて、どう考え、活動していくこ

とにしたか説明を受ける。 

ネットメディ

アを利用した

情報公開を積

極的に実施し

ているか 

HPの更新がメイン。フェイスブ

ックやツイッターの活用等はまだ

行なっていない。 

市民の信頼を得る

ために、プッシュ型の

情報発信は必要不可

欠である。 

インターネットを利用した情報

発信のあり方や需要者からの情報

発信を促す仕組みについて、具体

的な活動方針を定めることを求

め、その内容ついて説明を受ける 
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地元活動を着

実に実施する

ことで成果を

上げているか 

様々な地元での活動を実施して

いる。また、水道施設への見学対

応は水みらい広島で担当してい

る。 

地元との関係性構

築を実施できるとこ

ろから着手している。 

これらの活動をどのように発信

し、それによって何か地元との関

係構築において成果が上がったか

を確認する。 

業界向け広報

を着実に実施

し成果につな

げているか 

水道展への参加や研究発表会で

の発信など、業界向け広報は継続

的に推進している。 

業界向けの発信は

適切なメディアと継

続によって十分な効

果を発揮すると考え

られる。 

具体的な情報発信活動の内容を

どのように記録管理しているか等

の視点から、状況を確認する。 

人材 採用の工夫を

行い適切な職

場環境の構築

に務めている

か 

当初の採用は運転管理能力を有

する人の配置が優先していた。職

場環境の構築はこれから検討する

課題である。 

今後は、能力を習得

させるに足りる人材

の採用を図っていく

必要がある。挑戦を是

とする野心的な人材

の採用についても考

慮すべきである。 

トップとして望む人材の姿、職

員が自ら実現したいと考えるキャ

リアを両立していけるような人事

ポリシー、人事システムのあり方

について検討した結果を確認す

る。採用人材の多様化、女性の活

用について実施した施策を確認す

る。 

職員の待遇が

成果や能力に

対して公平に

定められてい

るか 

待遇は出身母体により 3 パター

ンあり、現状ではこれを 1 つにす

るのは困難であるが、中長期的に

は考えていかなければならない課

題である。 

中核的存在となり

うるプロパー社員の

モチベーションを高

めるためには、出身母

体による待遇の違い

の解消について取り

組む必要がある。 

機会均等な報酬制度の拡大の取

り組みの進捗状況を確認する。ま

た、より抜本的に、出身母体によ

る待遇の違いをどう扱っていく

か、行政側出資団体や民間側出資

団体との間で協議をもつことを求

め、課題の解決に向けた取組が進

められているか評価する。 

教育研修を確

実に実施し成

果をあげてい

るか 

教育研修は主に新人が対象であ

り、2-3 ヶ月かけ一通り全指定管

理を経験させている。一方、

OFF-JT による研修の充実は徐々

に進めている。管理職向けの研修

は実施していない。 

教育訓練の内容は、

現場作業担当者を対

象とする範囲で十分

かつ網羅的に実施さ

れている。 

教育訓練の内容をどのように改

訂拡充したかを確認する。また、

管理職向けの教育訓練についてど

のように考えるかを確認する。 

目標管理制度

を適切に活用

することで業

務効率を高め

ているか 

目標管理制度は、各階層にて具

体策を決定して推進している。た

だ、この制度は、今のところ業務

の達成度管理には活用していな

い。 

目標設定をより適

切に実施するよう、中

長期的に改善してい

く必要がある。 

経営上の戦略や業務成果を結び

つけて目標を設定した実例を示し

てもらいたい。 

国際展開まで

できるような

創意工夫ので

きる人材を育

成しているか 

現時点では、指示されて初めて

動く人が多い。まずは、自分で考

えて課題設定し自ら動ける人を作

るのが先で、創意工夫のできる人

材はその次の視点である。 

創意工夫のできる

社員の育成は積極的

に伸ばすべき分野と

考えられる。 

挑戦的な気風づくりを意識して

執り行った施策について説明して

もらう 

受託業務や受

託先を増やせ

るような営業

力のある人材

の育成を図っ

ているか 

広い視野や交友関係による情報

力が重要と考えられる。現在は、

経験豊かな事業推進部長の営業活

動に社員を参加させ、経験させて

いる。 

受託業務を広げる

ためにどのような人

材を育成すべきかの

視点は的確である。 

具体的に、誰にどのような営業

活動を経験させたか、交友関係を

広げるためにどのような取り組み

を行なったかについて、説明を求

める。 

 

【平成 27年度第 1回評価の総括と次回評価に向けた視点】 

１）評価意見 

①水みらい広島の事業は、現在は立ち上がり段階にあり、最初の体制固めから、持続的発展への基

礎を構築しつつあると評価できる。 

②経営の側面では、今後、受託業務を拡大していくためにも、成果主義的な契約のあり方について、

発注者（行政側出資団体）とともに探っていく必要がある。 

③人材の側面では、当面、十分なスキルを有する人材を配置するために、出向者を中心とした組織
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となっている点が、組織運営で様々な影響を与えている。現在の人材育成は業務スキルの構築が

中心であり、これは継続すべきであるが、中長期を見据え、プロパー社員の管理職登用を見据え

た人材育成、選抜に注力する必要性が認められる。 

④維持運営とリスクマネジメントの側面では、出向者や元組織が有するノウハウを様々な手法によ

って精度を上げていく努力がなされ、この活動は継続することで成果に結びつくと想定される。

危機管理能力については初回評価ではヒアリングが不十分であったため十分な評価ができていな

い。 

⑤水道の品質の側面については、次回以降、行政側出資団体や民間側出資団体の評価結果を分析し

て判断する。 

⑥連携の側面では、まずは関係のある組織との継続的な交流を図っている段階である。このような

活動を通じて得られたエピソードを蓄積していく。 

⑦発信の側面についてはまだ最低限の活動しかできていない。経営における発信の位置付けを高め、

より戦略的に実施していく。 

 

２）次回評価時の視点 

次回評価時に特に重視する点を下記に示す。 

①定期保全から機能保全への変更など、契約の内容がより成果主義的に改善されたかを中心に確認

する。 

②危機管理、リスクマネジメントのための活動については次回評価時に体系的に分析する。 

③出身母体による待遇の違いを解消するための抜本対策として考えているプロパー社員の割合を高

める社の方針を実現するために、長短期的にどう取り組んでいくかを評価する。 

④情報発信のあり方について、どのような組織と体制で取り組み、どのような戦略方針を決めたか

について評価する。 

 

３）今後の活動 

評価報告書は、水みらい広島が、安全で安心な水供給をより高いレベルで実現するために努力し

てきた、成長してきた経緯の記録である。このため、評価報告書は市民の皆様に公開されることが

重要である。また、一方で、評価委員会もまた、水みらい広島とともに、評価の方法を高めていく

必要がある。よって、評価は評価マニュアルにもとづいて実施するが、この評価マニュアルを毎回

の委員会で審議を経て継続的にブラッシュアップしていくものとする。 
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